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Service excellenceの基礎概念となるバリュー・プロフィット・チェーン(以下： VPC)(Heskett, 




























	 サービス化という用語は、Vandermerwe and Rada(1988)が、顧客の問題を解決するために
企業が商品とサービス、サポート、セルフサービス、および、知識を組み合わせた「束」
を提供する動きを「ビジネスのサービス化」と呼んだことに始まる。80年代以降、サービ
ス化はさまざまな分野と範囲で研究されるが(Bowen, Siehl, and Schneider 1989, Gebauer, 
Gustafsson, and Witell 2010, Grönroos 2015, Grönroos and Helle 2010, Kinnunen and Turunen 
2012, Macdonald et al. 2011, Mathieu 2001, Oliva and Kallenberg 2003, Raddats and 
Kowalkowski 2014, Schmenner 2009, Vandermerwe and Rada 1988など)、統一された枠組みや
類型化は提示されていない(Gebauer, Joncourt, and Saul 2016, Raddats and Kowalkowski 2014)。
おおむね製造企業が製品にサービスを追加する、増やす、あるいは統合することと定義さ
れているが(Baines et al. 2009)、「サービス」「製造企業」「サービス化」の定義も曖昧で




類される(Lightfoot, Baines, and Smart 2013)。これらの研究領域の一般的研究テーマは、「製
品・サービスの差別化」「競争戦略」「顧客価値」「顧客関係性」「製品・サービスの構
成」に特定される(Lightfoot et al. 2013)。 
サービス化は、モノの販売ではなくモノに新たな価値を付加することにより競争優位を
獲得するために、製造企業の経営に関して生じた研究領域である(Kaczor and Kryvinsk 2013)。
その系譜から、マーケティングより製造側の観点からの研究が多い(Lightfoot et al. 2013)。
一方、サービス・マーケティングは顧客との相互作用、顧客関係性の維持・管理、評価の
難しいサービス品質の課題を中心に取り組んできた研究領域になるが、その観点から製造













図	１-１	 サービス化に関連する研究領域の関係	 	 				 	 	 	 	
	
山本(1999), p. 5を参考に編集された三浦(2018), p.7を著者が改変 
 
製造企業側の観点からの研究は、オペレーション・マネジメント、サービス・マネジメ
ント、サービス・マーケティングが主な領域になる(Lightfoot et al. 2013)。効率的、効果的
なサービス化をいかに実現するかに焦点が当てられる。「設計」の段階では、従来のモノ
とは異なるサービス化における提供物の製品開発に関わる研究になり、例えば、持続可能





応する組織体制に関する研究がある(Gebauer et al. 2010)。また、従業員満足が顧客満足を
高め、忠誠心の高い顧客の生涯価値は企業の収益により貢献すると考えるバリュー・プロ
フィット・チェーン(以下：VPC)の理論 (Heskett et al. 2003) 、顧客との「価値共創時代の






期待を形成するかという品質評価の研究  (Cronin and Taylor 1992, Parasuraman, Zeithaml, 
and Berry 1988, 山本 1999, Zeithaml 1988, Zeithaml, Berry, and Parasuraman 1993, Zeithaml, 
Berry, and Parasuraman 1996など)がある。サービス化に関わる研究では、情報化や相互作
用により顧客が設計段階に関わるニーズの伝達について議論されている (Lerch and Gotsch 
2015, Gustafsson, Kristensson, and Witell 2012, Coreynen, Matthyssens, and Bockhaven 2017な
ど)。「生産・交換」の段階では、顧客の生産過程への参加、無体財5のうち生産と消費の
同時性といった特性が持つ課題や、顧客と企業の相互作用に焦点が当てられた研究（Bitner 















情報技術の革新とサービス化との関連性が議論されている(西岡・南  2017, 山田  2016,   
山本 2017など)。「生産・交換」の段階では、サービス経済化の議論(Fuchs 1968)が該当す
るだろう。これは、生産、消費、雇用などの経済構造に占めるサービスの割合が増える現
象を指しており(山本  1999)、サービス化はサービス経済化の一部の現象と考えられる     
(西岡・南 2017, 延岡 2016)。製造業を中心に産業別にグローバル化の動機や戦略をテーマ
にしたグローバル経済化に関する研究(Lovelock and Yip 1996)も関係するだろう。グローバ




企業文化、従業員意識など企業のサービス文化の研究があり(Bowen et al. 1989, Grönroos 






ーシングに関する研究(Lacity et al. 2011)が考えられる。家計内生産の理論や、アウトソー
シングの研究は、サービス化において提供物を構成する財が有体財から無体財中心に代替
される過程を説明するのに役立つだろう。また「顧客の使用」の段階では、Serivce 
Ecosystems(Lusch and Vargo 2018)が議論されている。ここでは、社会を含めたサービス交
換のシステムが階層構造で捉えられており、上位レベルの構造は下位レベルの相互作用か
ら出現し、生成され共有される上位レベルの制度は下位レベルの相互作用に影響を与える
と考えられている(Lusch and Vargo 2018)。これは使用価値を実現するための施策の検討に
影響を与えるだろう。Creating Shared Value(CSV) は、社会的要請に対応した企業行動と企
業の財務的結果が分離されている Corporate Social Responsibility (CSR)とは異なる議論で、
個人的価値ではなく社会的価値を対象にしている(Porter and Kramer 2011)。CSVは、企業
と社会の価値共創は企業に長期的な収益をもたらすという議論であり(Porter and Kramer 
2011)、使用価値の定義に影響を与えるだろう。サービス・サイエンスはミクロとマクロの
研究を包括的に扱う学際的な研究領域である(Spohrer and Maglio 2008, Kaczor and Kryvinsk 
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2013, Sampson 2014)。 
それぞれの研究領域はサービス化の特定の課題として扱われるものもあれば、個別に発
展しサービス化と関連する議論として参照される場合もある。サービス化のレビュー論文
はいくつか見られるが(Baines et al. 2009, Lightfoot et al. 2013)、サービス化に関連する研究
領域の関係が包括的に把握されたものはなく、それらの諸領域が関連性をもって記述され
ているわけでもない。よってサービス化における統一された枠組みや類型化、それらを構
















である。そして、ある程度において『生産と消費が同時(production and consumption are 
simultaneous activities)』に発生する」(Grönroos 1982, 蒲生訳 2015, p.51)。「サービス財の
消費はプロセスの消費として特徴づけられるが、対する物財の消費は結果の消費として理
解される」(Grönroos 1998, 蒲生訳 2015, p.105)。競合他社との差別化は顧客が知覚するプ
ロセスの側面(そのサービス・プロセスの機能性はどうか)において可能であり、アウトプ
 16 
















ス』が発揮できるようにするための施策を講じるという意味合いに変化する」(山本 2016,  
p.7)。SDL を基盤とするサービス・サイエンスにおいても、「サービスは生産プロセスで
あり、その中で顧客は、それぞれの顧客に対する生産単位のために、１つ以上の入力要素

























2006b, 蒲生訳 2015, p.260)。そのため、顧客の使用過程に介在し顧客との相互作用を形成











ジックである SL では、顧客の使用過程に関わり顧客と価値共創する機会を 大化するた
めの提供物を開発する視点を重視している。サービス化を企図する製造企業は、顧客の使
用過程に関わり価値共創するために提供物を変化させることが求められるが、それを実践





ービス・ロジック(SL)のテキスト6では、2007 年の Third Edition 以降  ”Transforming a 


























































出所：	 Grönroos and Voima(2013)を参考に著者が作成(三浦 2018, p.11) 
 
SL とは異なる SDL は、モノもサービスを載せるキャリアという主張に基づいており、
サービス化の先行研究において頻繁に引用されている。SDLの議論では、企業は顧客に価
値を提案するのみで、価値は顧客が提供物を使用することにより効用が発揮されると考え







れている(Grönroos 2008, Grönroos and Ravald 2011)。モノの場合、生産と消費は別の時間と
場所で発生し、製造企業は顧客の使用過程に介在しない場合がほとんどである。また提供
物の仕様は「設計」の段階で決定するのが通常であり、提供物に顧客との相互作用のプロ
セスを含める場合には、設計段階にその仕様を反映させる必要がある(Ulaga and Reinartz 
































































































	 財の分類と PSS(Product-Service System) 第I節







(Baines et al. 2009)。一般的に PSSは「環境への影響を削減する方法で要求される、ユーザ
ーの機能性を提供するシステムにおいて統合された製品とサービス」と定義されている





図 2-1 に示すとおり、PSS では大きく異なる３つの分類が提案されている(Tukker 2004, 




















	 	                 
出所： Tukker (2004), p.248 
 
製造企業は提供物を構成する要素と機能を理解し、提供物の開発に落とし込まなければ
サービス化の実現は難しい(Grönroos 1978, 山本 2016)。サービス・マーケティングの研究










	          	 	 	  










































































































































	 SL はサービス化を Servitization(製品にサービスを追加)と Servicizing(サービス中心に移
行)に区別しているが、本節では、後者の Servicizing を理解するための枠組みを提案する。
Servicizing は、ビジネスモデルが取引ベースのモデルから関係性ベースのモデルへ移行す





BPO(Business Process Outsourcing)、R&D、CS(Customer Services)、AS(After Services)、
CRM(Customer Relationship Management)と呼称する。BPOは既存の活動の再構成、R&Dは











値共創する機会を拡大するために提供物を開発すると考えられている(Grönroos 2008, 2011, 



























である(Hage 1972, 小松・野中訳 1978)。よってこれらは、企業と顧客で共有するプロセス
が両者の行為とその結果に影響を与える関係性となる(Grönroos 2008, Sato and Parry 2015)。
共創する関係性以外は、両者がそれぞれの段階で価値形成、あるいは創造に参加し価値が
&%  W -H!
&% 4Y2
 JJ !
 W OXSX 
 )
















































































の製品開発にフィーバックされる(Lerch and Gotsch 2015)。つまり、顧客との「使用価値共
創」の関係性を通して、顧客が「設計」段階に関わり、次世代の製品開発のために企業と
価値共創する「R&D時共創」の関係性に発展する可能性がある(Gustafsson, Kristensson, and 
Witell 2012, Coreynen, Matthyssens, and Bockhaven 2017)。「顧客の使用」の段階と「設計」













































































* * * ＊ *
提供物の財の構成 顧客との関係性
出所







* * ＊ * * * Mathieu (2001), Perona et al. (2017), Sheth and Uslay (2007)
* * * * *
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 藤川（2012)
* * * * * * * 貝原 2013, Perona et al. (2017), Rubalcaba et al. (2012)
* * * * * * * * * ＊ 第3章　第Ⅴ節, Baines et al. (2007), Baines et al. (2009), 近藤(2014)














済化をサービスシステムの進化から理解することが提案されている(Spohrer and Maglio 
2008)。サービスシステムの進化は価値共創する顧客と企業により構成され、彼らの意思決
定は他の要因が一定であればサービスシステムの進化の経路に大きく影響を与える
(Spohrer and Maglio 2008)。そのため、いつ、どのようにその取引が生じるかを理解、ある
いは予測することにより、サービスシステムの進化が理解されると考えられている。 







ンや変革に投資しリターンの 大化 (生産能力の知識 )を探索することに基づいている





れる(Spohrer and Maglio 2008)(図 2-8)。 
 
図	２-８	 サービスシステムにおける仕事の進化を考える枠組み	 	
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それらはまだ確立されていない(Grönroos and Helle 2010, Macdonald et al. 2011, Sheth and 
Uslay 2007)。また、「関係性は時間を要するプロセスなので、顧客にとっての価値もまた

























































































































































































































率が、67年には 39％、70年には 50.6％に達した」12。2017年 8月時点の車種別構成比は、
自家乗用車と自家用貨物車は約 97%を占めており、営業用２車種は残りのわずか 3％であ
る13。 
日本の自動車保有度の推移を 1915年から 1935年まで都道府県別に調査した結果、 も
先進的な東京都が 1925年の自動車保有度の全国水準に到達してから、後進的な秋田県が到





また 1980 年代から徐々に普及しはじめたカーナビゲーション(カーナビ)は、1990 年に
GPS が搭載され自車位置の精度が向上し、2012 年時点では 7 割程度の乗用車に搭載され
ている14。レンタカーやシェアードサービスの取引形態も発生した。日本のカーシェアリ
ングサービスは 2002年にスタートしたが、 車両台数、会員数ともに急激に増加しており、



































































































































































の心配がない)と POG (Parts, Oil, Grease)契約(定期的な技術員による各機器点検、調整、給
油実施、一部消耗部品の交換)を基本に、遠隔監視付、遠隔診断付など多様なメンテナンス
















































































































































人件費、作業費を実績ベースで精算する。２つ目の Not To Exceed(NTE)は、エンジン整備
費用の上限が契約で定められており、高額な整備費用を回避できるメリットがある。３つ
目の Fixed Price(FP)は、整備作業の深度や部品の状態に関係なく整備費を固定額にする契





GEも 近のエンジンに関しては PBHの契約形態を主流にしている。通常 PBHには部品
代と作業工賃が含まれているが、自社で整備体制を持つ該社では、GE90(世界で一番大き
いエンジン)に関しては人件費を除く部品代だけの特殊な PBH の契約形態を採用している
(RR にはこの契約形態はない)。OEM だけではなく、例えばドイツの Lufthansa Technik、






















ボーイング 787 型機に装着するエンジンには GE と RR の選択肢があり、該社では RR






































































































































コマツのコムトラックスは、1990 年代後半、建機の盗難対策に GPS を活用する発想か
ら生まれた 7。建機にセンサーと通信機器が標準装備されており、常時機器の稼働具合を
モニターし、顧客のコア業務が定常状態を保って順調に行われることを目的に提供される














































































































IoTや AIがサービス化を実現する手段になるのは間違いない(Gebauer et al. 2016, 西岡・南



















































	 	 	 	 	 	 	  



























































































































































冷蔵庫 Ⅰ 市場型取引 * * * ＊ *




複写機（リース販売） Ⅱ システム化 * * ＊ * * * Baines et al. (2007), Baines et al. (2009), Tukker (2004)
エレベータ Ⅱ システム化 * * * * * * * * * * 第3章　第Ⅳ節
DELL Ⅲ 問題解決型 * * ＊ * * * Mathieu (2001), Perona et al. (2017), Sheth and Uslay (2007)
スポーツ用品 Ⅲ 問題解決型 * * * * *
ナイキ・プラス Ⅳ リレーションシップ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 藤川（2012)
Apple iTunes Ⅳ リレーションシップ * * * * * * * 貝原 2013, Perona et al. (2017), Rubalcaba et al. (2012)
航空機エンジン (GE, RR) Ⅳ リレーションシップ * * * * * * * * * ＊ 第3章　第Ⅴ節, Baines et al. (2007), Baines et al. (2009), 近藤(2014)
IBM Ⅳ リレーションシップ * * * ＊ * * ＊ * Baines et al. (2009), Mathieu (2001), Spohrer and Maglio (2008), etc.
自動車の
普及過程 第3章　第Ⅲ節
自家用車 Ⅰ 市場型取引 * * * * *
カーシェアリング Ⅱ システム化 * * * *
自動運転車 Ⅳ リレーションシップ * * * * *
GPS搭載前 Ⅰ 市場型取引 * * * * * *
GPS標準装備 Ⅱ システム化 * * * * * * *
KomConnect Ⅳ リレーションシップ * * * * * * * * * * *


































































































































































































ずしも成功するとは限らない(Brax 2005, Fang, Palmatier, and Steenkamp 2008, Neely 2008, 
Neely, Benedettini, and Visnjic 2011)。サービス化は、使用価値を増大することを目的にして
おり、これが企業の財務的な結果と結びついて初めて成功したと言える。よって、使用価





困難であるかが想像される(Vargo and Lusch 2004)。先行研究においても使用価値を評価す
る実証研究は存在するものの知る限りわずかである(Bruns and Jacob 2014, Grönroos and 



























CEN TS26 16880『Service excellence – Creating outstanding customer experiences through service 
excellence』が策定された(CEN TS 16880 2015)」(持丸・戸谷 2017, p.41)。 




客を歓喜させることが必須である。これが service excellenceの目的である」。 
	 TS 16880は、極めて優れた顧客経験を創造するための組織の原則と要素を記述している。
Service excellence 導入の基礎は、Service excellence pyramid が示す下位の Core value 
proposition(Level 1)と Complaint management (Level 2)であり、これらは、EN ISO 9001と ISO 
10002のような規準に記述されている。ISO 9001は、一貫した製品・サービスの提供と、
顧客満足の向上を実現するための品質マネジメントシステムの要求事項を定めている27。




	 本節では、TS 16880の詳細に触れることは避けるが、Service excellenceと企業の財務的
な結果との因果関係を示す Service excellence effect chainは、「顧客・従業員満足を『利益』












は、TS 16880の Level 3と Level 4を目指す必要があるからである。以降の項では、顧客と
の関係性の分類(図 2-6)と、Service excellence pyramid の ４つのレベルを接続し、Level 3
と Level 4へ昇ることをサービス化の文脈で記述することにより、サービス化の成功要因
を模索する。 
	Core value proposition(Level 1)と Complaint management(Level 2) 第２項




































性であり、競争のフィールドは Level 1 、あるいは Level 2に留まっているためである。 
	 Level 1と Level 2であっても、顧客との関係性が「使用権」「従量制」「交換時共創」
「アフターセールス」に関わる組合せであれば、企業はサービス化している。問題は、
TS16880で議論されるように、顧客が期待する Level 1と Level 2の基本のサービスと製品
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を提供するだけでは十分ではなく、成功し競合の先をいく為には、Level 3 と Level 4 の
Service excellenceを目指す必要があるということである。 
	 Individual service(Level 3)と Surprising service(Level 4) 第３項




	 Level 3のアウトプットは、顧客が知覚するサービス品質(Zeithaml 1988)の中でも共創経
験から得られる感情的な反応で、Level 4はその感情的な評価が歓喜に到達するレベルと考
えられる。つまり、Desired Service (Zeithaml et al. 1993)を超える Customer Delight (Bowden  




	 それでは、前項と同様に Level 3と Level 4の定義と、顧客との関係性の分類を接続しよ















	 情報産業に転換した IBM では、コンサルティング、アウトソーシングを含めた IT やビ


















(Grönroos 2006b)。Level 3と Level 4に昇り、顧客が予期しない極めて優れたサービスを提
供することが可能になる。結果として、顧客の肯定的な知覚品質と感情的な反応が、再購
買、他者への推奨、余剰価格の支払いという顧客行動意図に導き、企業の財務的効果に結
びつく可能性がある。TS 16880は、Level 3と Level 4の Service excellenceを提供するため
のマネジメントシステムの要求事項を定めており、特に従業員エンゲージメントに重点が
置かれている。それは、顧客との相互作用を形成し価値共創する従業員エンゲージメント
がなければ Level 3と Level 4を達成し、強力な競争優位性を獲得するのは難しいからであ




	 前節では、サービス化の 終目的として Level 3と Level 4を目指す必要があり、TS 16880











 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 結果	 ＋	 過程品質 
	 顧客価値	  =     —————————————————————      (1) 
  	 	 	 顧客のアクセス費用	 ＋	 価格 






 	 	 	 	 	 コア・ソリューション	 ＋	 付加サービス 
	 CPV	     =     ——————————————————————      (2) 







 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 結果	 ＋	 過程品質 
	 使用価値	  =     ————————————————————————————————————————     (3) 


















いったもの」(Grönroos, 2007, 蒲生訳 2015, p.199)があげられ、これらの要素は必ずしもポ
ジティブに働くとは限らず、ネガティブに働く場合もある(Grönroos 2004)。 
	 VPC の顧客生涯価値の概念では、顧客行動(顧客との関係)が階層で理解され、より上位
にある顧客との長期的な関係性は、より利益に貢献すると考えられている(Heskett et al. 
2003)。具体的には、忠誠心の高い顧客による高いマージンの支払い、関係性の訓練による
コスト削減、他者への推奨、製品やサービスの改良への助言などである(Heskett et al. 2003)。
顧客行動の階層は、マズローの欲求階層に似ており、顧客のニーズの階層にも一致してい
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る(Heskett et al. 2003)。 
	 消費者の製品やサービスの選択と価値との関連を説明する「目的−手段連鎖モデル
(means-end chain)」 (Gutman 1982) では、製品やサービスの情報に対する顧客の認知構造
が抽象的概念の階層で理解されている(Zeithaml 1988)。顧客は使用価値を顧客の階層的ゴ







図	５-１	TS 16880の Service excellence pyramidと顧客行動の階層の概念図	
 
出所： TS16880の Service excellence pyramidとバリュー・プロフィット・チェーン 






































あるものの(Zeithaml et al. 1996)、顧客がそれらをどのように評価するかという評価過程と、
それが顧客の行動にどのように結びつくかという評価構造が明らかにされなければ、企業
のマーケティング戦略に反映されないからである(山本 1999)。 




形性は Level 2まで、対応性、確実性、共感性は Level 3まで測定することが可能であろう。	 	
SERVQUAL は、期待値と実現値の差を測定しサービス品質としているが、これに対し
SERVPERF は、SERVQUAL と同じ尺度で実現値のみを測定しサービス品質としている
(Cronin and Taylor 1992)。これらの議論に対しては、目的によって使い分けることにより一
定の合意を得ている(Zeithaml et al. 1996)。サービスの不足を診断する場合は前者が、サー
ビス品質の構成概念の分散を説明するのが目的の場合は後者が適切というものである
(Zeithaml et al. 1996)。本節は、結果と過程品質をいかに高めるかの議論であり、実現値の
みを測定する SERVPERFが適切であろう。 
	 顧客満足は、再購買、他者への推奨、余剰価格の支払い意図と正の相関がある(Zeithaml et 
al. 1996)。満足も期待値と実現値の差を測定するが、この場合の期待値は、特定の取引に
対する顧客の予測値(will expect)である(Oliver 1980)。サービス品質の期待値はあるべき品
質(should expect)であるが、それには Adequate Serviceと Desired Serviceがありその間には
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許容範囲がある。満足は Adequate Serviceと実現値の差とする考え方があり(Zeithaml et al. 





	 Customer	 Delightは、Desired Serviceを超えた実現値に対する顧客の感情的な反応と考
えられ、Level 4に該当する。これは、顧客の関与と、顧客の予期しない極めて稀な顧客経
験を提供することにより達成される(Oliver et al. 1997)。しかしながら、この場合の余剰価





るのが難しくなる懸念もあるが、条件を満たせば Customer Delightは有効である(Rust and 
Oliver 2000)。Customer Delightは、顧客が予測できない極めて優れたサービスに対する顧
客の評価であり、経験のないサービスに対する期待値を測定するのは難しいことからも
SERVPERF が有効であろう。しかしながら、SERVPERF や満足が測定できるのは Level 3





の分子にある結果と過程品質を測定するが、犠牲の概念は含まず(Cronin and Taylor 1992)、






価値共創プロセスが両者の共創価値に影響を与える(Sato and Parry 2015)。顧客は、自身の




価値共創の評価過程と評価構造に取り組む研究はまだ十分ではない  (Grönroos 2006b, 
McColl-Kennedy and Chueng 2018)。サービス化においても、共創価値がサービス化の成功
要因の一部であることを実証する先行研究はあるものの (Grönroos and Helle 2010, 
Macdonald et al. 2011)、研究は B2Bの生産財を対象にしており一般化には課題が残る。価











	 本章では、サービス化の 終目的の１つとして顧客との関係性の程度を高め、Service 
excellenceを目指すことが提案された。TS 16880は、Service excellenceを達成するための企
業の品質管理を標準化する試みで、従業員エンゲージメントに焦点が当てられており、サ
ービス化により Service excellence を企図する企業には有効なガイドラインとなるだろう。









も収益性の高い顧客との関係性を 大に強化することが求められる(Heskett et al. 2003, 
Wise and Baumgartner 1999)。サービス化は、必ずしも企業価値、収益に肯定的な結果をも
たらす戦略ではない(Fang et al. 2008, Neely 2008, Neely et al. 2011)。サービス化は、顧客と
の関係性の構築であり、それにより製品とサービスの開発、販売に相互に効果的ではある
が、長期的な収益を達成するためには規模の経済と経験効果を考慮する必要がある(Kastalli 
and Looy 2013)。サービス化の成功事例が、B2Bの生産財に集中しているのは(Baines et al. 
2009, Wise and Baumgartner 1999)、既に顧客との関係性が構築され相互作用が形成されてい
ることに加え、先行研究で指摘されている収益性の課題が一因にある。 
	 しかしながら、近年サービス化と技術革新の関連が議論されるように、技術革新はサー
ビス化を促進する手段となり得る(Coreynen, Matthyssens, and Bockhaven 2017, Gebauer et al. 
2016, 西岡・南 2017, Sheth and Uslay 2007, Ulaga and Reinartz 2011, Wise and Baumgartner 
1999, 山本 2017)。サービス化に関わる研究は、生産者からサービス提供者への移行を考え
るとき第 4次産業革命を考慮するべきである(Gebauer et al. 2016)。サービス化の１つのパ
ターンとして、モノの機能と人間の活動が情報、情報利用権に代替されることを考えると
(山本 2016, 三浦 2016)、IoT や AI がサービス化を実現する手段になるのは間違いない




















































































1994) や消費の経験的解釈(Holbrook and Hirschman 1982)と関連づけられており、共創サー
ビスの結果の次元としても採用されている(Oertzen et al. 2018)。消費者の知覚価値の構成概
























た結論とされている(Zeithaml et al. 1996)。サービス品質は前件条件として満足に影響を与
え(Cronin and Taylor 1992)、満足は再購買、他者への推奨、余剰価格の支払い意図に肯定的








	 一方、提供物によっては Customer Delight と満足の両方が再購買意図に影響を与えるこ
とが実証された先行研究もある(Oliver et al. 1997)。サービス化の 終目的は、Service 
excellenceの Level 3と Level 4が対象とするべき伝播的忠誠者や使徒・所有者となる顧客
と長期的な関係性を構築することであり、これらの顧客行動に導くためには、満足だけで





H2-a Customer Delightは、継続利用意図に肯定的な影響を与える。 
H2-b Customer Delightは、他者への推奨意図に肯定的な影響を与える。 
H2-c Customer Delightは、追加料金の支払い意図に肯定的な影響を与える。 
H2-d Customer Delightは、製品・サービス改善の助言の意図に肯定的な影響を与える。 
	  
	 Customer Delightは、顧客の関与と、顧客の予期しない極めて稀な顧客経験を提供するこ
とにより達成される(Oliver et al. 1997)。よって、個別化されたサービスは共創価値を高め、
共創価値は Customer Delightに肯定的な影響を与えるだろう。顧客満足と Customer Delight







H4 共創価値は、Customer Delightに肯定的な影響を与える。 
H5 期待値の高い顧客が満足すると、共創価値に肯定的な影響を与える。 






































するのが妥当であろう。CSS 大手のタイムズカープラスの会員登録者数は 2018年に 100
万人を超えており28、実証研究の分析に求められるサンプル数はある程度確保できるとい
う見込から、CSSに登録、あるいは利用する顧客を対象に調査を実施した。	  
	 日本市場における主要な CSS は、駐車場、不動産、自動車(リース・レンタカー等)サー
ビスを手掛ける企業が運営、あるいは各社が運営する CSSを利用するプラットフォームを
提供するサービス業である。また、先行するこれらの CSS企業を追随し大手自動車メーカ










ない。そのため、第５章	 第Ⅰ節で議論した Service excellence pyramidにおける Level 1と
Level 2に留まると考えられる。CSSにおいて競合との差別化を図り成功するためには、顧
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品質安定(多様性)への欲求の要因からは、CSS 利用時に何らかのトラブルや品質への不
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された CSS の登録者に実施され、有効回答者 400 人のうち CSS の利用経験者 300 人の回
答結果が分析に使用された(表 6-1)。結果を分析することにより、前節	 第２項で提示した
提供物と共創価値に対する顧客の評価過程(図 6-1)と、第３項で提示した評価構造モデル(図


















る(Oliver et al. 1997)。Customer Delightは、より高い共創価値の実現により顧客が知覚する
感情的な反応が歓喜に達するレベルであり、より忠誠心の高い顧客行動に導き企業の財務





捉えられる（Bowden 2009, Oliver et al. 1997）。ここでは、Customer Delightは共創経験(価
値)の構成概念の１つである快楽的経験(価値)に相当すると考えている。価値は顧客が知覚















(Cronbach’s α)は 0.86以上であった。平均分散抽出 AVE(Average Variance Extracted)は 0.50
以上、construct reliabilities(CR)も 0.83以上であったが、AVEは因子間相関係数の平方を下
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	 Customer Delight と顧客行動意図はそれぞれ４つの項目で測定され、信頼性係数
(Cronbach’s α)は 0.76以上と基準値を超えているため尺度の信頼性は確保された。 
	 以上、尺度の有効性の分析の結果は表 6-8 に示すとおりである。サービス品質と共創価
値の尺度については、弁別妥当性に若干の問題が認められたものの、共通性、因子負荷量、
信頼性係数、CR は基準を満たしており、尺度の有効性は確保されたとの総合的な判断か
ら、以降、サービス品質、共創価値の構成概念、および Customer Delight の概念にはそれ














満足は Level 2(Complaint management)を満たすレベルと考えられるが、顧客の期待値が
高く(Desired Service)、実現値がこれを超える場合、満足レベルは高いと考えられ共創価値
を高められるだろう。逆に、顧客の期待値が低い場合(Adequate Service)、実現値がこれを

























































	 基本モデルでは、満足は Customer Delight とは異なる概念と捉えられたが、前述したと
おり満足の延長が Customer Delight とも考えられる。その場合、満足のレベルがより高け




立モデル 1の適合度は対立モデル 2と 3を上回っている。基本モデルと対立モデル 1の差
は統計的に有意ではないものの(有意確率 5%水準)、複数のモデルの比較に用いられる AIC
の指標は対立モデル 1が も小さい。しかしながら、「満足の結果」から「Customer Delight」











立モデル 5)、いずれのパスも引くモデル(対立モデル 6)について検証した。表 6-11 は、基
本モデルと対立モデルとの比較を示したものである。基本モデルの適合度は全ての対立モ
デルと同等か若干上回っている。統計的には、基本モデルと対立モデル 4の差は有意であ
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	 図 6-4 の修正された基本モデルでは、共分散を設定した誤差項を除いては各変数の誤差
項は簡略化のため省略されている。基本モデルと修正基本モデルの適合度の比較は表 6-12
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足と Customer Delight は顧客に弁別的に評価されるという評価過程と、共創価値を経由し





に導くためには価値共創し顧客を歓喜 (Customer Delight)させる必要があること (Service 











ヤルティの測定には態度的、行動的多項目の尺度が求められる(Zaki, Kandeil, Neely, and 
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